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警備業務の共同実施に関する指針について（通達）

複数の警備業者が共同して警備業務の提供行為の委託を受けた上、一の警備業務対

象施設等（警備業務対象施設その他の警備業務が実施される場所等をいう ）におい。

て、警備業務を共同して実施すること（以下「警備業務の共同実施」という ）につ。

いては 「警備業務の共同実施に関する指針について（通達 （平成15年12月15日付、 ）」

け警察庁丁生企発第410号。以下「旧通達」という ）に基づき、警備業者に対する。

指導監督を実施してきたところ、このたび、同指針を改正した。

各都道府県警察においては、下記事項に留意の上、警備業務の共同実施が適正に行

われるように警備業者に対する指導監督に努められたい。

また、機械警備業務については、警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」と

いう ）において別段の規定があることから、この指針の対象としない。。

なお、旧通達は廃止する。

記

１ 警備業務の共同実施の適正の確保（指針２(1)及び(2)関係）

一般に共同企業体（ジョイント・ベンチャー（JV ）と称される一種の民法上の）

組合（以下「共同企業体」という ）による警備業務の共同実施が適正に行われて。

いるか否かについては、共同企業体の構成員それぞれの警備業務の共同実施に係る

営業所に対する法第46条の規定による報告の徴収又は法第47条第１項の規定による

立入検査（以下「報告の徴収・立入検査」という ）の実施を通じて、営業所備付。

け書類である「警備業務に関する契約ごとに、当該契約に係る警備業務の依頼者、

警備業務に従事させる警備員の人数及び担当業務、警備業務を行う期間等を記載し

た書類 （警備業法施行規則（昭和58年総理府令第１号）第66条第１項第７号）に」

添付された協定書、警備計画書及び契約書の記載内容を確認すること。

２ 都道府県警察間の連携

警備業務の共同実施が行われる場合には、共同企業体の各構成員の営業者の所在

地と警備業務の共同実施が行われる区域がそれぞれ異なることが想定される。その

ため、報告の徴収・立入検査を実施する場合には、関係する都道府県警察と密接に

連携し、警備業務の共同実施が適正に実施されているか否かについて、効果的に確

認を行うこと。

なお、各都道府県警察において、関係する都道府県警察間の調整を必要とすると



認める場合には、事前に警察庁生活安全局生活安全企画課に連絡すること。



別添

警備業務の共同実施に関する指針

１ 警備業務の共同実施の法的位置付け

(1) 共同企業体の構成員の責任及び業務の分担の明確化

複数の警備業者（機械警備業者を除く。以下同じ ）が共同して警備業務の提。

供行為の委託を受け、一の警備業務対象施設等（警備業務対象施設その他の警備

業務が実施される場所等をいう。以下同じ ）において、警備業務を共同して実。

施すること（以下「警備業務の共同実施」という ）とする場合には、各警備業。

者間は、一般に共同企業体（ジョイント・ベンチャー（ＪＶ ）と称される一種）

（ 「 」 。） 。の民法上の組合 以下 共同企業体 という を構成しているものと解される

この場合において、共同企業体の構成員間の任務分担及び責任関係が明確に

定められていないときには、警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」とい

う ）第21条第２項の規定による指導監督が適正に行われないなど、警備業務の。

実施の適正を阻害するおそれがある。

そのため、共同企業体による警備業務の共同実施に当たっては、共同企業体の

構成員である各警備業者が各々その者の雇用する警備員に対する指導監督を行う

ことはもとより、一の警備業務対象施設等における警備業務の実施の適正を確保

し、警備業務の提供行為を委託する者（以下「利用者」という ）の保護を図る。

ため、警備業務を共同実施する構成員間の業務分担と連絡調整を適正に行い、各

警備業者がその責任を明確にする必要がある。

(2) 警備業務の共同実施と労働者派遣事業の禁止の関係

警備業務については、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

保護等に関する法律（昭和60年法律第88号。以下「労働者派遣法」という ）第。

４条第１項の規定により、労働者派遣事業が一切認められていない。

一方、共同企業体は民法上の組合の一種と解されていることから、構成員が

自己の雇用する労働者を共同企業体の他の構成員の労働者等の指揮命令の下に従

事させたとしても、通常、それは自己のために行われるものとなり、当該法律関

係は、構成員の雇用する労働者を他人の指揮命令を受けて「自己のために」労働

に従事させるものであり、労働者派遣（労働者派遣法第２条第１号）には該当し

ない（別紙「労働者派遣事業関係業務取扱要領（抄 」参照 。） 。）

しかし、警備員が自己を雇用する警備業者の使用関係を離れて警備業務を行

うこと又は当該警備業者以外の者からの指揮命令を受けて警備業務を行うこと

は、警備員の不適正な警備業務の実施を誘発するおそれがあることから、警備業

者がその者の雇用する警備員に対し、必要な指導・監督を行うことが義務付けら

れている（法第21条第２項 。）

したがって、警備業務の共同実施を行う場合には、共同企業体として一の警



備業務対象施設等につき受注した業務を区域等で分担し、各構成員がその責任に

おいて業務を実施することは認められるが、各構成員があらかじめ定めた出資割

合に応じて資金、人員等を拠出して一体として業務を実施するなど、個々の警備

員に対する各構成員の指導監督をそれぞれ明確に区分することができない態様で

業務を実施することは認められない。

２ 警備業務の共同実施に関する指針

１(1)及び(2)において述べたことを踏まえ、警備業務の共同実施については次の

指針によることとする。

(1) 共同企業体の構成員間の関係

ア 共同企業体を結成するに当たっては、次に掲げる事項について定めた協定書

を作成することとする。

① 共同企業体構成員の氏名又は名称及び住所

② 共同企業体の代表者及びその権限

③ 共同企業体構成員が連帯して責任を負う事項の範囲

④ 共同企業体構成員の行う一の警備業務対象施設等ごとの業務分担及び責

任分担

⑤ 警備業務の共同実施の対象となる警備業務に従事する警備員に対する共

同企業体構成員の指導監督に関する事項

⑥ その他共同企業体を構成するために必要な事項

イ 警備業務の共同実施に当たっては、協定書に基づき、警備業務の提供行為を

委託した者の委託内容に応じて、次に掲げる事項について定めた警備計画書

をあらかじめ作成することとする。

① 警備業務の共同実施に係る一の警備業務対象施設等

② 共同企業体の構成員の業務分担の区分

③ 警備業務の実施の方法

④ 警備員の配置及びそのうちの検定取得者の配置

⑤ 警備業務の共同実施に係る全体の連絡調整の責任者及び各共同企業体の構

成員における連絡調整担当者並びに連絡調整要領（緊急時の連絡調整要領

を含む ）。

⑥ その他警備業務の共同実施の適正を確保するために必要な事項

(2) 共同企業体と利用者との契約

共同企業体と利用者との契約書に次の事項を記載し、(1)の協定書及び警備計

画書又はその要旨を添付することとする。

① 共同企業体を代表する警備業者及び当該警備業者の当該警備業務に係る営

業所の所在地

② 警備業務の内容

③ 警備業務の実施につき委託者が支払うべき額に関する事項



④ 共同企業体が連帯してその責任を負う旨

⑤ その他共同企業体と利用者が契約する上で必要な事項

(3) 営業所備付け書類に関する事項

共同企業体の構成員は、営業所備付け書類のうち 「警備業務に関する契約ご、

とに、当該契約に係る警備業務の依頼者、警備業務に従事させる警備員の人数及

び担当業務、警備業務を行う期間等を記載した書類 （警備業法施行規則（昭和」

58年総理府令第１号）第66条第１項第７号）に(1)ア①から④まで、(1)イ①から

⑥まで、(2)①及び②に掲げる事項を記載し、これに(1)の協定書及び警備計画書

並びに(2)の契約書を添付することとする。

（参考）

複数の警備業者が一の警備業務対象施設等において警備業務を共同して実施

することとなる場合として、共同企業体のほかに、中小企業等協同組合法（昭和

24年法律第181号）の規定により設立の認可を受けた事業協同組合等が団体の名

で警備業務の提供行為の委託を受けた上で、当該団体の構成員に当該警備業務の

提供行為を再委託するものがあり得るが、この場合における当該団体と当該組合

員の関係は警備業務の提供行為の委託を受けた当該団体から当該構成員が当該警

備業務の委託を受けているものであるので、その取り扱いは、別に定める「警備

業者に対する警備業務提供委託に関する指針」によることとなる。

なお、警備業者等が企業組合又は協業組合を結成し、中小企業等協同組合法

又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）の規定により設

立の認可を受けて警備業を営もうとする場合には、当該企業組合等が自ら法第４

条の認定を受ける必要があることに留意されたい。



別紙

労働者派遣事業関係業務取扱要領（抄）

目次（略）

第１ 労働者派遣事業の意義等

１ 労働者派遣

(1)～(5) （略）

(6) ジョイント・ベンチャー（ＪＶ）との関係

イ ＪＶの請負契約の形式による業務の処理

(ｲ) ＪＶは、数社が共同して業務を処理するために結成された民法上の組合（民

法第667条）の一種であり、ＪＶ自身がＪＶ参加の各社（以下「構成員」とい

う ）の労働者を雇用するという評価はできないが、ＪＶが民法上の組合であ。

る以上、構成員が自己の雇用する労働者をＪＶ参加の他社の労働者等の指揮命

、 、 、令の下に従事させたとしても 通常 それは自己のために行われるものとなり

当該法律関係は、構成員の雇用する労働者を他人の指揮命令を受けて 「自己、

のために」労働に従事させるものであり、法第２条第１号の「労働者派遣」に

は該当しない。

しかしながら、このようなＪＶは構成員の労働者の就業が労働者派遣に該当

することを免れるための偽装の手段に利用されるおそれがあり、その法的評価

を厳格に行う必要がある。

(ﾛ) ＪＶが民法上の組合に該当し、構成員が自己の雇用する労働者をＪＶ参加の

他社の労働者等の指揮命令の下に労働に従事させることが労働者派遣に該当し

ないためには、次のいずれにも該当することが必要である。

ａ ＪＶが注文主との間で締結した請負契約に基づく業務の処理について全て

の構成員が連帯して責任を負うこと。

ｂ ＪＶの業務処理に際し、不法行為により他人に損害を与えた場合の損害賠

償義務について全ての構成員が連帯して責任を負うこと。

ｃ 全ての構成員が、ＪＶの業務処理に関与する権利を有すること。

ｄ 全ての構成員が、ＪＶの業務処理につき利害関係を有し、利益分配を受け

ること。

ｅ ＪＶの結成は、全ての構成員の間において合同的に行わなければならず、

その際、当該ＪＶの目的及び全ての構成員による共同の業務処理の２点につ

いて合意が成立しなければならないこと。

ｆ 全ての構成員が、ＪＶに対し出資義務を負うこと。

ｇ 業務の遂行に当たり、各構成員の労働者間において行われる次に掲げる指

示その他の管理が常に特定の構成員の労働者等から特定の構成員の労働者に

対し一方的に行われるものではなく、各構成員の労働者が、各構成員間にお

いて対等の資格に基づき共同で業務を遂行している実態にあること。



① 業務の遂行に関する指示その他の管理（業務の遂行方法に関する指示そ

の他の管理、業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理）

② 労働時間等に関する指示その他の管理（出退勤、休憩時間、休日、休暇

等に関する指示その他の管理（これらの単なる把握を除く 、時間外労。）

働、休日労働における指示その他の管理（これらの場合における労働時間

等の単なる把握を除く ）。）

③ 企業における秩序の維持、確保等のための指示その他の管理（労働者の

服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理、労働者の配置等

の決定及び変更）

、 、ｈ 請負契約により請け負った業務を処理するＪＶに参加するものとして ａ

ｂ及びｆに加えて次のいずれにも該当する実態にあること。

、 、 、 。① 全ての構成員が 業務の処理に要する資金につき 調達 支弁すること

② 全ての構成員が、業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定

された事業主としての責任を負うこと。

③ 全ての構成員が次のいずれかに該当し、単に肉体的な労働力を提供する

ものではないこと。

ⅰ 業務の処理に要する機械、設備若しくは器材（業務上必要な簡易な工

具を除く ）又は材料若しくは資材を、自己の責任と負担で相互に準備。

し、調達すること。

ⅱ 業務の処理に要する企画又は専門的な技術若しくは経験を、自ら相互

に提供すること。

(ﾊ) ＪＶが(ﾛ)のいずれの要件をも満たす場合については、ＪＶと注文主との間

で締結した請負契約に基づき、構成員が業務を処理し、また、ＪＶが代表者を

決めて、当該代表者がＪＶを代表して、注文主に請負代金の請求、受領及び財

産管理等を行っても、法において特段の問題は生じないと考えられる。

ロ ＪＶによる労働者派遣事業の実施

(ｲ) ＪＶは、数社が共同して業務を処理するために結成された民法上の組合（民

法第667条）であるが、法人格を取得するものではなく、ＪＶ自身が構成員の

労働者を雇用するという評価はできないため（イの(ｲ)参照 、ＪＶの構成員）

の労働者を他人の指揮命令を受けて当該他人のための労働に従事させ、これに

伴い派遣労働者の就業条件の整備等に関する措置を講ずるような労働者派遣事

業を行う主体となることは不可能である。

したがって、ＪＶがイに述べた請負契約の当事者となることはあっても、法

第26条に規定する労働者派遣契約の当事者となることはない。

(ﾛ) このため、数社が共同で労働者派遣事業を行う場合にも、必ず個々の派遣元

と派遣先との間でそれぞれ別個の労働者派遣契約が締結される必要があるが、

この場合であっても、派遣元がその中から代表者を決めて、当該代表者が代表

して派遣先に派遣料金の請求、受領及び財産管理等を行うことは、法において

特段の問題は生じないものと考えられる。



(ﾊ) この場合、派遣先において、派遣元の各社が自己の雇用する労働者を派遣元

の他社の労働者の指揮命令の下に労働に従事させる場合、例えば特定の派遣元

（Ａ）の労働者が特定の派遣元（Ｂ、Ｃ）の労働者に対し一方的に指揮命令を

行うものであっても、派遣元（Ａ）の労働者は派遣先のために派遣先の業務の

遂行として派遣元（Ｂ、Ｃ）の労働者に対して指揮命令を行っており、派遣元

（Ｂ、Ｃ）の労働者は、派遣先の指揮命令を受けて、派遣先のために労働に従

事するものとなるから、ともに法第２条第１号の「労働者派遣」に該当し、法

において特段の問題は生じない。

ハ その他

ＪＶの行う労働者派遣事業に類するものとして、次の点に留意すること。

(ｲ) 派遣元に対して派遣先を、派遣先に対して派遣元をそれぞれあっせんし、両

者間での労勧者派遣契約の結成を促し、援助する行為は法上禁止されていない

こと（(5)のニ、第１－４図参照 。）

(ﾛ) また、派遣元のために、当該派遣元が締結した労働者派遣契約の履行につい

て派遣先との間で保証その他その履行を担保するための種々の契約の締結等を

行うことも、同様に法上禁止されていないこと（第１－４図参照 。）

第１－４図 労働者派遣に係るあっせんと保証

○ あっせん ○ 保 証

労働者派遣 労働者派遣

派遣元 派遣先 派遣先 派遣元

あっせん 保 証

Ａ Ｂ

（以下略）


